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第一部 【証券情報】

 

第１ 【募集要項】

 

１ 【新規発行株式】

種類 発行数 内容

普通株式 390,600株
完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式であります。なお、単元株
式数は100株であります。

 

(注) １　平成30年５月28日(月)開催の取締役会決議によります。

２　本募集とは別に、平成30年５月28日(月)開催の取締役会において、当社普通株式1,609,400株の一般募集(以

下「一般募集」という。)及び当社普通株式995,000株の売出し(以下「引受人の買取引受による売出し」と

いう。)を行うことを決議しております。また、一般募集及び引受人の買取引受による売出しにあたり、そ

の需要状況を勘案した上で、当該募集及び売出しの主幹事会社である野村證券株式会社が当社株主から

390,600株を上限として借入れる当社普通株式の売出し(以下「オーバーアロットメントによる売出し」とい

い、一般募集及び引受人の買取引受による売出しと併せて以下「本件募集売出し」という。)を行う場合が

あります。

３　本募集は、オーバーアロットメントによる売出しに関連して、野村證券株式会社を割当先として行う第三者

割当増資(以下「本第三者割当増資」という。)であります。

オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事

項　オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照下さい。

４　振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号
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２ 【株式募集の方法及び条件】

(1) 【募集の方法】

区分 発行数 発行価額の総額(円) 資本組入額の総額(円)

株主割当 ― ― ―

その他の者に対する割当 390,600株 310,722,300 155,361,150

一般募集 ― ― ―

計(総発行株式) 390,600株 310,722,300 155,361,150
 

(注) １　本募集は、前記「１　新規発行株式」(注)３に記載のとおり、オーバーアロットメントによる売出しに関連

して、野村證券株式会社を割当先として行う第三者割当の方法によります。なお、当社と割当予定先との関

係等は以下のとおりであります。

割当予定先の氏名又は名称 野村證券株式会社

割当株数 390,600株

払込金額 310,722,300円

割当予定先の
内容

本店所在地 東京都中央区日本橋一丁目９番１号

代表者の氏名 代表執行役社長　　森田　敏夫

資本金の額 10,000百万円

事業の内容 金融商品取引業

大株主 野村ホールディングス株式会社　100％

当社との関係

出資関係

当社が保有している割当
予定先の株式の数

―

割当予定先が保有してい
る当社の株式の数
(平成29年12月31日現在)

3,870株(当社は平成30年１月１日付で普通株式１株につき
２株の株式分割を行っておりますが、当該株式分割を考慮
したものではありません。)

取引関係 一般募集及び引受人の買取引受による売出しの主幹事会社

人的関係 ―

当該株券の保有に関する事項 ―
 

２　資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金の額であり、会社計算規則第14条第１項に従い算出される

資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上

げるものとします。また、増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じ

た額とします。

３　発行価額の総額、資本組入額の総額及び払込金額は、平成30年５月18日(金)現在の株式会社東京証券取引所

における当社普通株式の終値を基準として算出した見込額であります。
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(2) 【募集の条件】

発行価格
(円)

資本組入額
(円)

申込株数単位 申込期間
申込証拠金

(円)
払込期日

未定
(注)１

未定
(注)１

100株 平成30年６月26日(火)
該当事項はあ
りません。

平成30年６月27日(水)
 

(注) １　発行価格については、平成30年６月５日(火)から平成30年６月８日(金)までの間のいずれかの日に一般募集

において決定される発行価額と同一の金額といたします。なお、資本組入額は資本組入額の総額を新規発行

株式の発行数で除した金額とします。

２　本第三者割当増資においては全株式を野村證券株式会社に割当て、一般募集は行いません。

３　野村證券株式会社は、後記「募集又は売出しに関する特別記載事項　オーバーアロットメントによる売出し

等について」に記載の取得予定株式数につき申込みを行い、申込みを行わなかった株式については失権とな

ります。

４　申込みの方法は、申込期間内に後記申込取扱場所へ申込みをし、払込期日に後記払込取扱場所へ発行価格を

払込むものとします。　

　

(3) 【申込取扱場所】

場所 所在地

株式会社エンビプロ・ホールディングス　本社 静岡県富士宮市山宮3507番地の19
 

 

(4) 【払込取扱場所】

店名 所在地

株式会社三井住友銀行　静岡支店 静岡県静岡市葵区追手町１番６号
 

 

３ 【株式の引受け】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社エンビプロ・ホールディングス(E27868)

有価証券届出書（組込方式）

 4/24



 

４ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額(円) 発行諸費用の概算額(円) 差引手取概算額(円)

310,722,300 2,500,000 308,222,300
 

(注) １　発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

２　払込金額の総額は、平成30年５月18日(金)現在の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値を基

準として算出した見込額であります。

 

(2) 【手取金の使途】

上記差引手取概算額上限308,222,300円については、本第三者割当増資と同日付をもって決議された一般募集の手

取概算額1,266,777,700円と合わせ、手取概算額合計上限1,575,000,000円について、全額を当社連結子会社に投融

資し、当社グループの設備投資資金に充当する予定であります。

具体的には、平成30年８月末までに株式会社エコネコルに214,000,000円、平成31年６月末までに株式会社クロダ

リサイクルに100,000,000円、平成32年７月末までに株式会社ＶＯＬＴＡに1,261,000,000円をそれぞれ投融資する

予定であります。

なお、当社からの投融資資金について、株式会社エコネコルは、平成30年８月末までに(平成30年６月期に

66,000,000円、平成31年６月期に148,000,000円)金銀滓
※
回収用選別設備等に、株式会社クロダリサイクルは、平成

31年６月末までに(平成31年６月期に100,000,000円)木くず等破砕選別ライン(建物・複合選別設備)等に、株式会社

ＶＯＬＴＡは、平成30年９月末までに(平成31年６月期に268,000,000円)本社工場の使用済みリチウムイオン電池リ

サイクル設備(電池焼成破砕選別設備)等に、平成32年７月末までに(平成32年６月期に600,000,000円、平成33年６

月期に393,000,000円)関東地区で新設予定の使用済みリチウムイオン電池リサイクル設備(建物・電池焼成破砕選別

設備)等にそれぞれ充当する予定であります。

実際の支出までは、当社及び各子会社名義の銀行口座にて適切に管理いたします。

※金銀滓は、主に、金、銀、プラチナ、パラジウムなどの貴金属や非鉄金属の銅を多く含有しているリサイクル

資源であります。

 
なお、設備計画の内容については、後記「第三部　追完情報　２　設備計画の変更」に記載のとおりでありま

す。
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第２ 【売出要項】

 

該当事項はありません。
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【募集又は売出しに関する特別記載事項】

　

オーバーアロットメントによる売出し等について

当社は、平成30年５月28日(月)開催の取締役会において、本第三者割当増資とは別に、当社普通株式1,609,400株の

一般募集(一般募集)及び当社普通株式995,000株の売出し(引受人の買取引受による売出し)を行うことを決議しており

ますが、一般募集及び引受人の買取引受による売出しにあたり、その需要状況を勘案した上で、当該募集及び売出し

の主幹事会社である野村證券株式会社が当社株主から390,600株を上限として借入れる当社普通株式の売出し(オー

バーアロットメントによる売出し)を行う場合があります。本第三者割当増資は、オーバーアロットメントによる売出

しに関連して、野村證券株式会社が上記当社株主から借入れた株式(以下「借入れ株式」という。)の返却に必要な株

式を取得させるために行われます。

また、野村證券株式会社は、本件募集売出しの申込期間の終了する日の翌日から平成30年６月20日(水)までの間(以

下「シンジケートカバー取引期間」という。)、借入れ株式の返却を目的として、株式会社東京証券取引所において

オーバーアロットメントによる売出しに係る株式数を上限とする当社普通株式の買付け(以下「シンジケートカバー取

引」という。)を行う場合があります。野村證券株式会社がシンジケートカバー取引により取得した全ての当社普通株

式は、借入れ株式の返却に充当されます。なお、シンジケートカバー取引期間内において、野村證券株式会社の判断

でシンジケートカバー取引を全く行わず、又はオーバーアロットメントによる売出しに係る株式数に至らない株式数

でシンジケートカバー取引を終了させる場合があります。

更に、野村證券株式会社は、本件募集売出しに伴って安定操作取引を行うことがあり、かかる安定操作取引により

取得した当社普通株式の全部又は一部を借入れ株式の返却に充当することがあります。

オーバーアロットメントによる売出しに係る株式数から、安定操作取引及びシンジケートカバー取引によって取得

し借入れ株式の返却に充当する株式数を減じた株式数(以下「取得予定株式数」という。)について、野村證券株式会

社は本第三者割当増資に係る割当てに応じ、当社普通株式を取得する予定であります。そのため本第三者割当増資に

おける発行数の全部又は一部につき申込みが行われず、その結果、失権により本第三者割当増資における最終的な発

行数がその限度で減少し、又は発行そのものが全く行われない場合があります。

野村證券株式会社が本第三者割当増資に係る割当てに応じる場合には、野村證券株式会社はオーバーアロットメン

トによる売出しにより得た資金をもとに取得予定株式数に対する払込みを行います。
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第３ 【第三者割当の場合の特記事項】

　

該当事項はありません。
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第４ 【その他の記載事項】

 

　該当事項はありません。
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第二部 【公開買付けに関する情報】

 

該当事項はありません。
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第三部 【追完情報】

 

１　事業等のリスクについて

　後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書及び四半期報告書(以下「有価証券報告書等」という。)の提

出日以後本有価証券届出書提出日(平成30年５月28日)までの間において、当該有価証券報告書等に記載された「事

業等のリスク」について変更及び追加がありました。

以下の内容は当該「事業等のリスク」を一括して記載したものであり、変更及び追加箇所については＿＿＿罫で

示しております。

　なお、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は、以下の「事業等のリ

スク」に記載されたものを除き、本有価証券届出書提出日(平成30年５月28日)現在においてもその判断に変更はな

く、また新たに記載する将来に関する事項もありません。

 

　［事業等のリスク］

本書に記載した当社グループにおける事業概況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、当社グループはこれらのリスク発生の可能性を認識したうえで、発生の回避及び発生した場合の対応に努

める方針でおりますが、記載内容及び将来に関する事項は本有価証券届出書提出日(平成30年５月28日)現在におい

て当社グループが判断したものであり、不確実性を内在していること、並びに投資に関連するリスク全てを網羅す

るものではありませんのでご留意ください。

 

(1) 原材料、製・商品の相場変動リスク

当社グループにおける原材料、製・商品である鉄スクラップや非鉄金属の価格は、鉄鉱石や銅鉱石といった資

源価格や金属製品価格等の影響を受けます。

当社グループの原材料、製・商品の仕入価格と販売価格は、基本的には相場に連動いたしますが、相場の急激

な変化の影響を受けて、契約内容によっては利益の減少や損失が発生する場合があります。また、同様に製・商

品在庫価値についても相場の影響を受ける可能性があります。

１トン当たりの鉄スクラップ価格(東京製鐵岡山海上特級価格の平均)の推移は、下表のとおりであります。

 

　鉄スクラップ価格
　　単位：円/トン

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 通期

第６期　Ｈ26.7～Ｈ27.6 32,793 28,516 23,733 24,143 27,325

第７期　Ｈ27.7～Ｈ28.6 21,027 14,929 14,989 21,560 18,126

第８期　Ｈ28.7～Ｈ29.6 18,848 22,120 27,017 26,005 23,471

第９期　Ｈ29.7～Ｈ30.6 27,777 33,212 35,422 - -
 

 

(注)　鉄スクラップ価格は、東京製鐵岡山海上特級の日々の価格を合計し各四半期会計期間の日数で除して算

出しております。なお、第９期第４四半期および通期については、終了しておりませんので、記載して

おりません。

 

(2) 原材料・商品の調達環境リスク

当社グループにおける原材料・商品は、主に工場の生産工程から発生する金属スクラップ及び産業廃棄物や市

中発生の老廃屑(解体工事や工場ライン撤去に伴い発生する鉄スクラップや非鉄金属)となり、工場の生産動向、

最終製品の消費動向等の影響により発生が減少する可能性があります。こうした原材料・商品の減少は、売買数

量、生産設備の稼働率に影響を与え当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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(3) 業績の変動リスク

当社グループでは、原材料、製・商品の相場変動、為替変動、原材料・商品の増減等、各種要因により業績が

大きく変動する可能性があります。

　当社グループの業績は、下表のとおりであります。

第８期(自　平成28年７月１日 至　平成29年６月30日)

 
第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 通期

金額
(百万円)

比率
(％)

金額
(百万円)

比率
(％)

金額
(百万円)

比率
(％)

金額
(百万円)

比率
(％)

金額
(百万円)

比率
(％)

売上高 6,237 21.4 7,036 24.2 8,113 27.9 7,736 26.6 29,122 100.0

経常利益 △51 △5.2 251 25.2 589 58.9 211 21.1 1,000 100.0
 

 

第９期(自　平成29年７月１日 至　平成30年６月30日)

 
第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 通期

金額
(百万円)

比率
(％)

金額
(百万円)

比率
(％)

金額
(百万円)

比率
(％)

金額
(百万円)

比率
(％)

金額
(百万円)

比率
(％)

売上高 8,711 - 10,266 - 9,192 - - - - -

経常利益 405 - 425 - 287 - - - - -
 

(注)　１．第９期第４四半期および通期については、終了しておりませんので、記載しておりません。

２．比率は、通期に対する四半期の割合であります。なお、第９期については、通期が終了しておりませんの

で、記載しておりません。

 

(4) 特定の販売先への集中リスク

当社グループの平成29年６月期の売上高に占める上位三社であるHYUNDAI STEEL COMPANY(韓国)、VINA KYOEI

STEEL CO.,LTD.(ベトナム)及びSeAH Besteel Corporation(韓国)を合わせた売上高比率は24.4％であります。各

社とは円滑な取引関係を継続しておりますが、取引先の個別の事情や相手国の事情、法規制や関税率の変化と

いった理由により、取引条件の悪化や取引関係の解消又は契約内容の大幅な変更等が生じる場合には、当社グ

ループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(5) 適時に傭船が行えない場合の業績へのリスク

当社グループでは、鉄スクラップ等の輸出販売にあたり船舶会社から傭船し、一船あたり1,500トンから5,000

トン単位で国内外に販売しております。一船あたりの売上高は、数千万円から１億円以上になり天候等の不測の

事態により適時に傭船できない場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(6) 法的規制等について

当社グループの事業活動の前提となる事項に係わる主要な法的規制は以下に記載のとおりであります。

・　廃棄物の処理及び清掃に関する法律

・　貨物自動車運送事業法

・　使用済自動車の再資源化等に関する法律

・　特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する法律

・　労働安全衛生法

・　計量法

・　有害廃棄物の国境を越える移動及びその処分の規制に関するバーゼル条約(通称、バーゼル法)

　　等
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当社グループの事業活動においては、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づく廃棄物中間処理業や廃

棄物収集運搬業の許認可を要します。また、貿易取引においては、バーゼル法の規制を受けるほか海外の許認可

を要する場合があります。これらの法的規制等のほかに事業を営む上で必要な法令許認可について、大きな制度

変更があった場合や当社グループの子会社がこれらの規制に抵触することになった場合には、事業の停止命令や

許認可の取り消し等の行政処分を受ける場合があり、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性が

あります。

 

(7) カントリーリスク

当社グループは、海外売上高比率が高く、輸入や三国間貿易を実施しております。また、アラブ首長国連邦、

チリ及びウガンダに現地子会社が存在することから、取引先の各国の経済情勢に加え、貿易・通商規制、税制、

予期しない法律又は規制の変更並びにそれらの解釈の相違、あるいは政変や戦争等により、当社グループの業績

及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(8) 為替変動リスク

当社グループの貿易取引では、円建のほか外貨建も含めて取引を行っている在外子会社も存在することから、

取引、在庫価値並びに外貨預金残高について為替変動の影響を受けております。

このため外貨取引については、為替予約規程により為替予約等を利用することを規定し運用することで、為替

変動リスクの低減に努めております。また、連結財務諸表を作成するにあたって在外子会社の財務諸表を円換算

しており、現地通貨における価値に変動がなくても、円換算後の価値が影響を受けます。しかしながら、事業活

動において為替変動リスクを完全に排除することは困難でありますので、今後著しい為替変動があった場合、当

社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(9) 太陽光発電所開発に関するリスク

当社グループの太陽光発電所への出資については、発電所の規模が大きくなればなるほど、森林法、環境法等

の法令や条例の規制を受け、その申請手続も複雑かつ多岐にわたると共に、許認可がおりるまでの期間が長引く

ことが考えられます。政府による固定買取価格制度の終了、発電所に関わる権利開発(権利の調整や取得等)や発

電所建設に至るまでの期間が予想以上に長引くことによる金利負担の増加に伴う資金繰りの悪化、途中で当該案

件を断念せざるを得ない状況に陥ったりすることで、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(10) Ｍ＆Ａ戦略及びＭ＆Ａシナジーが十分に発揮されないリスク

当社グループでは、事業の拡大を図る手段としてＭ＆Ａを実施してまいりました。対象企業については、当該

企業の財務内容や契約関係等について詳細なデューデリジェンスを行うことによって、極力リスクを回避するよ

う努めております。しかしながら、Ｍ＆Ａを行った後に偶発債務や未認識債務が判明する場合等が考えられま

す。

また、Ｍ＆Ａの対象会社が外部環境の変化等各種の要因により、当初の期待どおりの成果をあげられない可能

性もあります。これらの場合には、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(11) 競合リスク

当社グループの事業分野には大きなシェアを持つ全国的な企業が存在せず、地域別に中小企業が多数存在し、

それぞれの得意分野・地域を持ち、価格、サービスを競っております。

今後は、法的規制を背景にした環境対応や廃棄物リサイクルへの社会的ニーズの高まりにより、より高度な廃

棄物処理と再資源化が求められることから、全国一括受託のためのサービス提供地域の拡大や大規模な設備等を

設置できる財務的な体力、ノウハウ、あるいは廃棄物の排出事業者から廃棄物由来のリサイクル品やリユース品

を利用する企業までをも巻き込んだ総合的な廃棄物の循環処理サービス体制を構築することが重要になってくる

と予想しております。

当社グループではこれらの社会的ニーズを取り込んだ事業展開をめざしておりますが、異業種からの新規参入

や業界再編成といった事業環境の変化によっては業績に影響を及ぼす可能性があります。
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(12) 有利子負債リスク

平成30年３月期末において、当社グループの有利子負債は10,070百万円、総資産に対する割合は43.3％であ

り、財務体質の改善に努力しておりますが、今後の金利動向が当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす

可能性があります。

 

(13) 潜在株式による株価変動リスク

当社は、役員の退職慰労金の目的並びに役員と従業員等へのインセンティブを目的として、新株予約権を付与

しております。平成30年３月末現在における潜在株式数は862,080株であり、平成30年３月末の発行済株式総数の

6.7％に相当いたします。この新株予約権が行使された場合には、１株当たりの株式価値が希薄化する可能性があ

ります。また、株式市場で同時期に大量に売却された場合は、需給バランスに変動を生じ、株価形成に影響を及

ぼす可能性があります。

 

(14) 人材確保・育成に係るリスク

当社グループは、今後の事業拡大に向けて、優秀な人材の確保・育成が不可欠であると認識しております。そ

のため、研修制度等を導入しておりますが、いずれも継続的な人材の確保を保証するものではなく、適格な人材

を十分確保できなかった場合には、当社グループの事業拡大が制約を受ける可能性があり、当社グループの業績

等に影響を及ぼす可能性があります。

 

(15) 労働災害に係るリスク

当社グループでは、多くの生産設備、重機等を使用して業務を行っており充実した安全管理が不可欠であると

認識しております。そのため、内部統制委員会の下部組織として環境安全委員会を設置し、従業員への安全教

育、危険予知活動といった啓発活動並びにチーム活動等による点検パトロールの継続的な実施を通じ、事故を防

止するための安全管理を徹底しております。しかしながら、万一、重大な事故・労働災害等が発生した場合、一

時的に復旧費用、補償金等の負担が生じ、当社グループの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(16) 自然災害・火災・事故等のリスク

当社並びに当社グループの中核企業である株式会社エコネコルの資源リサイクル工場は、静岡県富士宮市の富

士山の麓に位置しており、富士山が噴火した場合、火山弾等による社屋や設備の損壊、周辺道路の寸断による孤

立化及び電気や水道等の供給停止による操業停止の可能性があります。また、静岡県や愛知県においては東海大

地震の発生も懸念されております。当社グループの貿易部門並びに株式会社クロダリサイクルにおいては、船積

みヤード(在庫保管基地)を有しておりますので地震による津波により製・商品在庫においても大きな被害が出る

可能性があります。

また、当社グループの主要生産設備であるシュレッダー(大型破砕機)は、火災のリスクが比較的高い設備であ

ります。自動消火装置や24時間自動監視システム等のセキュリティ対策を施しておりますが、同主要設備の稼動

が火災や重大な事故損傷により長期間停止した場合には、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能

性があります。

当社グループではこのような自然災害や火災、重大事故、損傷といった非常事態に備え、グループ各社におい

て災害・事故発生時の緊急体制・手順を整備し被害を最小限にとどめる対応を準備しております。しかしながら

有事の際の被害状況は想定を超える場合があり、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があり

ます。

 

(17) 環境汚染等に係るリスク

当社グループでは、産業廃棄物等を扱っており、中間処理過程で騒音、振動、粉塵、排水が発生いたしますが

吸音、防振、集塵、水質浄化設備等の環境対策設備を設置し環境汚染を防止しております。しかしながら、不測

の事態により流出漏洩等の事態が生じた場合、汚染防止、汚染除去等の環境汚染防止のための改修費及び損害賠

償や設備の修復等に多額の支出が発生し、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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(18) ＩＴシステムにおけるリスク

当社グループでは、主要ＩＴシステムであるスケールシステム(計量システム)については、北海道函館市の株

式会社クロダリサイクルに、会計、人事、給与、就業、通関書類作成の各システム並びにサブシステムについて

は、長野県松本市の株式会社しんえこにバックアップシステムを構築しております。また、クラウドサーバを静

岡県富士宮市で集中管理し総合的な対策を講じている状況にあります。しかしながら前項の自然災害により静岡

県富士宮市の拠点が壊滅的な被害を受けた場合や、事務所の火災等によりバックアップデータまでもが損失し復

旧が不可能な場合は、当社グループの事業が停止することとなりますので、当社グループの業績及び財政状態に

影響を及ぼす可能性があります。

 

(19) 新規事業に対するリスク

当社グループは、事業規模の拡大と収益源の多様化を進めるため、今後も引き続き、積極的に新規事業に取り

組んでいく考えであります。これにより先行した設備投資、人件費やその他の経費等の追加的な支出が発生し、

利益率が低下する可能性があります。また、新サービス、新規事業を開始した際には、そのサービス、事業固有

のリスク要因が加わると共に、予測とは異なる状況が発生する等により新サービス、新規事業の展開が計画どお

りに進まない場合、投資を回収できず、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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２　設備計画の変更

　後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書(第８期事業年度)　「第一部　企業情報　第３　設備の状

況　３　設備の新設、除却等の計画　(1) 重要な設備の新設等」は、本有価証券届出書提出日(平成30年５月28日)

現在(ただし、投資予定額の既支払額は平成30年３月31日現在)、以下のとおりとなっております。

会社名
事業所名

(所在地)

事業の

種類別

セグメント

の名称

設備の

内容

投資予定額
資金調達

方法
着手年月 完了予定

完成後の

増加能力総額

(千円)

既支払額

(千円)

㈱エコネコル

本社工場

(静岡県

富士宮市)

資源リサイ

クル事業

金銀滓回収用

選別設備等
261,000 47,000

自己資金、借

入金及び当社

からの投融資

資金

(注９)

平成30年

１月

平成30年

８月
(注１)

㈱クロダリサ

イクル

本社工場

(北海道

函館市)

資源リサイ

クル事業

建物・複合

選別設備等
250,000 -

自己資金、借

入金及び当社

からの投融資

資金

(注９)

平成31年

３月

平成31年

12月
(注２)

㈱しんえこ

安曇野工場

(長野県

安曇野市)

資源リサイ

クル事業
新設拠点 269,000 -

自己資金

及び借入金

平成30年

２月

平成31年

３月
(注３)

㈱プラ２プラ

本社工場

(愛知県

名古屋市

港区)

資源リサイ

クル事業

プラスチック

製造設備等
173,000 -

自己資金

及び借入金

平成30年

４月

平成31年

２月
(注４)

㈱プラ２プラ

本社工場

(愛知県

名古屋市

港区)

資源リサイ

クル事業

プラスチック

製造設備等
131,000 -

自己資金

及び借入金

平成34年

６月

平成34年

７月
(注５)

㈱ＶＯＬＴＡ

本社工場

(静岡県

富士宮市)

資源リサイ

クル事業

電池焼成破砕

選別設備等
480,000 212,000

自己資金、借

入金及び当社

からの投融資

資金

(注９)

平成30年

３月

平成30年

９月
(注６)

㈱ＶＯＬＴＡ
関東工場

(未定)

資源リサイ

クル事業

建物・電池

焼成破砕

選別設備等

1,500,000 -

自己資金、借

入金及び当社

からの投融資

資金

(注９)

平成31年

７月

平成32年

７月
(注７)

㈱ＶＯＬＴＡ
関西工場

(未定)

資源リサイ

クル事業

建物・電池

焼成破砕

選別設備等

1,500,000 -
自己資金

及び借入金

平成32年

７月

平成33年

７月
(注８)

 

(注１) １時間当たり６トンの処理能力増加となります。

(注２) 年間の処理能力は7,200トン増加となります。

(注３) 小型家電や故紙等の処分品を回収するもったいないBOX事業、ゴミの片付けや不用品の処分、建屋の解体等を行

うライフサポート事業、障がい者の方が就労できる拠点にもなります。

(注４) １時間当たり0.5トンの処理能力増加となります。

(注５) １時間当たり0.5トンの処理能力増加となります。

(注６) １時間当たり１トンの処理能力増加となります。

(注７) １時間当たり２トンの処理能力増加となります。

(注８) １時間当たり２トンの処理能力増加となります。

(注９) 「当社からの投融資資金」は、当社が今回の増資資金を子会社へ投融資するものであります。
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３　臨時報告書の提出

　後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書(第８期事業年度)の提出日以後本有価証券届出書提出日(平成

30年５月28日)までの間において、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条

第２項第９号の２の規定に基づき、平成29年９月29日に臨時報告書を東海財務局長に提出しております。

　当該臨時報告書の報告内容は以下のとおりであります。

 

(1)  株主総会が開催された年月日

平成29年９月28日

 

(2) 決議事項の内容

第１号議案 剰余金処分の件

 イ  株主に対する剰余金の配当に関する事項及びその総額

     １株につき金30円 総額 194,053,650円

 ロ  効力発生日

     平成29年９月29日

第２号議案 定款一部変更の件

 イ 監査等委員会設置会社への移行に伴い、監査等委員である取締役及び監査等委員会に関する規定の新設

並びに監査役及び監査役会に関する規定の削除等の変更を行う。

 ロ 今後の機動的な資本政策を図るため、自己の株式の取得を取締役会の決議により行うことができる旨の

規定を新設する。

 ハ 取締役が期待される役割を十分に発揮できるようにすることを目的として、取締役会の決議によって法

令の定める範囲内で責任を免除することができる旨、及び今後も取締役として有用な人材の招聘を継

続的に行うことを目的として、業務執行取締役等以外の取締役との間で責任限定契約を締結すること

ができる旨の規定を新設する。

 ニ その他、不要となった条文の削除及び規定の明確化を図るための文言の整備を行うとともに、上記の各

変更に伴う字句の修正を行う等所要の変更を行う。

第３号議案 取締役(監査等委員である取締役を除く。)７名選任の件

     佐野富和、佐野文勝、春山孝造、鈴木直之、村上美晴、黄圭燦、井手祥司を取締役(監査等委員である

取締役を除く。)に選任するものであります。

第４号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

     遠藤隆三、小室直義、和田卓を監査等委員である取締役として選任するものであります。

第５号議案 補欠の監査等委員である取締役２名選任の件

     黄圭燦、井手祥司を補欠の監査等委員である取締役として選任するものであります。

第６号議案 取締役(監査等委員である取締役を除く。)の報酬等の額決定の件

     取締役(監査等委員である取締役を除く。)の報酬等の額を年額500,000千円以内(うち社外取締役分は

30,000千円以内)とする。

第７号議案 監査等委員である取締役の報酬等の額決定の件

     監査等委員である取締役の報酬等の額を年額30,000千円以内とする。
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(3) 決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要件

並びに当該決議の結果

決議事項
賛成数
(個)

反対数
(個)

棄権数
(個)

可決要件
決議の結果及び
賛成(反対)割合

(％)

第１号議案 49,558 22 0 (注)１ 可決 94.43

第２号議案 49,537 43 0 (注)２ 可決 94.39

第３号議案    

(注)３

  

　佐野 富和 49,543 37 0 可決 94.40

　佐野 文勝 49,541 39 0 可決 94.40

　春山 孝造 49,544 36 0 可決 94.40

　鈴木 直之 49,544 36 0 可決 94.40

　村上 美晴 49,543 37 0 可決 94.40

　黄　圭燦 49,543 37 0 可決 94.40

　井手 祥司 49,542 38 0 可決 94.40

第４号議案    

(注)３

  

　遠藤 隆三 49,063 517 0 可決 93.49

　小室 直義 49,093 487 0 可決 93.54

　和田 卓 49,078 502 0 可決 93.52

第５号議案    

(注)３

  

　黄　圭燦 49,527 53 0 可決 94.37

　井手 祥司 49,528 52 0 可決 94.37

第６号議案 49,489 91 0 (注)３ 可決 94.30

第７号議案 49,484 96 0 (注)３ 可決 94.29
 

(注) １．出席した株主の議決権の過半数の賛成による。

２．議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の

議決権の３分の２以上の賛成による。

３．議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の

議決権の過半数の賛成による。

 

(4)  株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

本総会前日までの事前行使分及び当日出席の一部の株主のうち賛否に関して確認できたものを合計したことに

より、決議事項の可決又は否決が明らかになったため、本総会当日出席の株主のうち、賛成、反対及び棄権の確

認ができていない議決権数は加算しておりません。
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４　資本金の増減

後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書(第８期事業年度)の「第一部　企業情報　第４　提出会社の状

況　１　株式等の状況　(5)　発行済株式総数、資本金等の推移」に記載の資本金は、本有価証券届出書提出日(平成

30年５月28日)現在下記のとおり増加しております。

平成29年９月28日現在の資本金 増加額 平成30年５月28日現在の資本金

704,994千円 1,551千円 706,546千円
 

(注)　新株予約権の行使による増加であります。
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第四部 【組込情報】

 

次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

有価証券報告書
事業年度
(第８期)

自　平成28年７月１日
至　平成29年６月30日

平成29年９月28日
東海財務局長に提出

有価証券報告書
の訂正報告書

事業年度
(第８期)

自　平成28年７月１日
至　平成29年６月30日

平成30年２月14日
東海財務局長に提出

四半期報告書
事業年度

(第９期第３四半期)
自　平成30年１月１日
至　平成30年３月31日

平成30年５月14日
東海財務局長に提出

 

なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織(ＥＤＩＮＥＴ)を使用して提

出したデータを開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について(電子開示手続等ガイドライン)

Ａ４－１に基づき本有価証券届出書の添付書類としております。

　

 
第五部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

 

第六部 【特別情報】

 
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

　

平成29年９月28日

株式会社エンビプロ・ホールディングス

取締役会　御中

 

東陽監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　野　　邊　　義　　郎　　㊞

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　久　　貝　　陽　　生　　㊞

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　川　　越　　宗　　一　　㊞

 

　

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社エンビプロ・ホールディングスの平成28年７月１日から平成29年６月30日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監

査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社エンビプロ・ホールディングス及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社エンビプロ・ホール

ディングスの平成29年６月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、株式会社エンビプロ・ホールディングスが平成29年６月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効で

あると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
　

 
（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

　

平成29年９月28日

株式会社エンビプロ・ホールディングス

取締役会　御中

 

東陽監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　野　　邊　　義　　郎　　㊞

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　久　　貝　　陽　　生　　㊞

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　川　　越　　宗　　一　　㊞

 

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社エンビプロ・ホールディングスの平成28年７月１日から平成29年６月30日までの第８期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表につ

いて監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社エンビプロ・ホールディングスの平成29年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以 上
　

 
（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年５月14日

株式会社エンビプロ・ホールディングス

　取締役会　御中

 

東陽監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　野   邊   義   郎　　㊞

 

　　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　川   越   宗   一　　㊞

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エンビ

プロ・ホールディングスの平成29年７月１日から平成30年６月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成

30年１月１日から平成30年３月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年７月１日から平成30年３月31日まで)に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び

注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エンビプロ・ホールディングス及び連結子会社の平成30

年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 
 
(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。
２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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